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 2018 年 4 月２４日から 2018 年 5 月８日にかけて、小規模林業モデル林（東台地区

町有林）において、選木・伐倒・搬出作業を実施した。当該作業において採用したシステ

ムを池田町内の各所で実施した場合、採算性がどのようになるのか以下のとおり推定した。 

 

＜１＞前提条件等 

① 作業システム 

選木（育成木施業） → 伐倒・玉切り（チェンソー） → 木寄せ・積込（人力） 

→ 搬出・運搬（軽トラック） → 荷卸し（人力） 

 

② 推定に使用した前提条件 

項目 前提条件 備考 

１日当たり労働時間 ６時間/人・日  

チェンソー単価 969 円/時 
2010 年林業試験場「コスト計算に挑戦 

りす編改訂版」より試算 

軽トラック単価 844 円/時 

2013 年森林利用学会誌「仁淀川町木質

バイオマス利活用事業における材出荷実

態と出荷者の実収支の分析」より引用 

製炭用原木単価 非公表 製炭事業者への売買価格（税抜） 

木寄せ生産性 距離に応じて変動 
1990 年徳島県「低コスト林業のための

技術指針」と工程調査より推定 

 

＜２＞推定方法 

① 採算性に関する推定 

 モデル事業において実施した工程調査の結果に基づいて、販売材積１ｍ３あたりの人工

数を算出した（木寄せ距離・運搬距離別）。次に人工数に応じて、チェンソー及び軽トラ

ックの費用を算出し、製炭用原木単価から費用を差し引き粗利益を求めた。粗利益が全

て作業者の収入になると仮定し、日当ベース及び時給ベースにおける作業者の収入を算

定した。 

 次に、北海道における平成２９年度最低賃金時間額（810 円/時）となる木寄せ距離

及び運搬距離の関係性を推定した。 

 

② 小規模林業適地の抽出 

 町内で最も北東部にある製炭施設を起点として公道を「１０ｋｍ以下」、「１５ｋｍ以

下」、「２０ｋｍ以下」、「２５ｋｍ以下」、「３０ｋｍ以下」、「３０ｋｍより長い」の６つ

に区分けした。区分けしたカテゴリーごとの道路延長を林班別に算出し、加重平均を計

算した。林班内に公道が分布していない林班については、隣接小班の加重平均値を参考



として加重平均値を決定した。起点からの距離が短ければ、粗利益が増加する事から、

加重平均値の小さい林班を小規模林業の適地として抽出した。 

 

＜結果＞ 

① 採算性 

 木寄せ距離と運搬距離別の時給ベース収入は下図のとおりと試算された。運搬距離が

１０ｋｍであれば、木寄せ距離が５０mを超えたとしても、最低賃金の収入を確保でき

る結果となった。一方で、運搬距離が３０ｋｍの場合、木寄せ距離が３０m以上となれ

ば、最低賃金の収入は確保できない状況となった。今回の作業システムでは人力による

木寄せを行ったことから、運搬距離が製炭施設から遠い場所においては、木寄せの工程

で機械等を導入し、生産性を上げる事が重要となる。 

 

 

次に、最低賃金以上となる木寄せ距離及び運搬距離の関係を推定したところ、

下図のとおりとなった。図中の黄緑色で塗りつぶされている領域は最低賃金以

上の収入が確保できる木寄せ距離と運搬距離の条件となっている。 
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木寄せ距離が１０mであれば、運搬距離が３５ｋｍ程度で最低賃金以上の収入を確保

できる結果となった。従って、道路脇のミズナラやイタヤカエデを製炭施設に運搬する

際には、人力による木寄せでも十分な収入が得られる結果となった。 

 

② 小規模林業適地の抽出 

 公道を製炭施設からの距離別に区分したところ、池田町は概ね運搬距離が３０ｋｍ以

内に収まる結果となった（次ページの地図参照）。この事から、公道付近の林地において

は、２５m程度の木寄せ距離であれば、人力であっても最低賃金を確保できる収入が期

待できる。また、林班別に製炭施設までの距離について加重平均を計算したところ、富

岡地区全域、大森地区及び東台地区の一部が運搬距離１０ｋｍ以内となった一方で、千

代田地区・信取地区・美加登地区の一部では運搬距離が３０ｋｍ程度となった。この事

から、製炭施設に近い北東部では十分な収入が期待できる一方で、西部においては富岡

地区の製炭施設へ製炭用原木を運搬する際には、生産性を上げる工夫が必要となる。 

 

＜まとめ＞ 

 今回、ほとんど機械を導入していない旧来型の作業システムを採用したが、木寄せ距

離と運搬距離に留意すれば、作業者は十分な収入が得られることが分かった。運搬距離

や木寄せ距離が長い箇所においては、木寄せ作業への機械導入や運搬時に積載容量の大

きいトラックを活用するなどにより、生産性を上昇させることで収入の改善が期待でき

ると考えられる。生産性を上昇させた際には費用も増加する事が考えられるため、地域

ごとに最適な作業システムを提案できるよう、モデル事業を継続して実施していく。 
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